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平成26年１月31日（金曜日）

午前10時３分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部

１．ＴＰＰ協定交渉に関する最近の動向に

ついて

農政水産部

１．農地中間管理機構の概要について

２．新たな米政策の概要について

３．多面的機能支払制度（日本型直接支払）

の概要について

環境森林部

１．木質バイオマス資源の安定供給体制づく

りに向けた取組について

○協議事項

１．委員会報告書骨子（案）について

２．その他

出席委員（12人）

委 員 長 岩 下 斌 彦

副 委 員 長 星 原 透

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 野  明

委 員 山 下 博 三

委 員 右 松 隆 央

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 新 見 昌 安

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

委 員 徳 重 忠 夫

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 土 持 正 弘

総合政策部次長
永 山 英 也

（政策推進担当）

総合政策部次長
舟 田 美揮子

（県民生活担当）

部 参 事 兼
金 子 洋 士

総 合 政 策 課 長

農政水産部

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

農政水産部次長
興 梠 正 明

（ 総 括 ）

農政水産部次長
郡 司 行 敏

（ 農 政 担 当 ）

農 政 企 画 課 長 鈴 木 大 造

地域農業推進課長 向 畑 公 俊

地域農業推進課
大久津 浩

連 携 推 進 室 長

農 産 園 芸 課 長 日 髙 正 裕

農 村 計 画 課 長 宮 下 敦 典

農 村 整 備 課 長 河 野 善 充

環境森林部

環 境 森 林 部 長 堀 野 誠

環境森林部次長
金 丸 政 保

（ 総 括 ）

環境森林部次長
楠 原 謙 一

（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
川 野 美奈子

環 境 森 林 課 長

環 境 森 林 課
那 須 幸 義

みやざきの森林づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 上 山 伸 二
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循環社会推進課長 神 菊 憲 一

自 然 環 境 課 長 佐 藤 浩 一

森 林 経 営 課 長 水 垂 信 一

山村・木材振興課長 河 野 憲 二

山村・木材振興課 石 田 良 行
みやざきスギ活用推進室長

事務局職員出席者

政策調査課主幹 松 浦 好 子

議 事 課 主 査 松 本 英 治

○岩下委員長 皆様、おはようございます。

ただいまから成長産業・ＴＰＰ対策特別委員

会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程（案）をごらんくだ

さい。

今回の概要説明は二部構成で考えております。

まず、総合政策部に「ＴＰＰ協定交渉に関す

る最近の動向」について、引き続き、農政水産

部に「農地中間管理機構の概要」、「新たな米政

策の概要」、「多面的機能支払制度の概要」につ

いての説明をお願いしております。

質疑を含めて11時ごろまでを予定いたしてお

ります。

その後、執行部に入れかわっていただき、環

境森林部に、「木質バイオマス資源の安定供給体

制づくりに向けた取組」についての説明をお願

いしております。

質疑を含めまして11時30分ごろまでを予定し

ております。

その後、委員協議で委員会報告書骨子（案）

についての御協議をいただきたいと思います。

このように取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時５分休憩

午前10時７分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

本日は、まず総合政策部と農政水産部におい

でいただきました。

それでは、早速、概要説明をよろしくお願い

いたします。

○土持総合政策部長 おはようございます。総

合政策部長の土持でございます。よろしくお願

いいたします。

それでは、本日、御報告いたします項目につ

きまして、御説明をいたします。

お手元にお配りしております特別委員会資料

の表紙をめくっていただきまして、目次をごら

んいただきたいと思います。

今回は、御指示のありました４つの項目につ

いて、御説明をいたします。

まず初めに、ＴＰＰ協定交渉に関する最近の

動向について、総合政策部から御説明させてい

ただきます。

引き続き、農政水産部のほうから農地中間管

理機構の概要について、そして新たな米政策の

概要について、最後に、多面的機能支払制度（日

本型直接支払）の概要につきまして、御説明を

いたします。

詳細につきましては、それぞれ担当課長から

説明をいたしますので、よろしくお願いいたし

ます。

私のほうからは以上でございます。

○金子総合政策課長 それでは、委員会資料１
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ページでございますが、ＴＰＰ協定交渉に関す

る最近の動向につきまして、御説明をさせてい

ただきます。

まず、１番、「国の動き」を整理してございま

すが、直近の情報といたしまして、３ページで

ございます。

ことし１月の総理年頭記者会見におきまして、

農産物の、いわゆる重要５品目については、衆

参の農水委の決議をしっかりと受けとめ、攻め

るべきは攻める、守るべきは守るとの方針で交

渉に当たっているということと、国益をぶつけ

合う中において、最終的な着地点をどう見出し

ていくか、知恵を出して大局的な判断をすると

いうふうなことを表明しておられます。

２番以降、「交渉の経過」を整理してございま

すが、直近といたしましては、次の４ページで

ございます。

昨年10月にインドネシアで交渉会合がござい

まして、そこにも安倍総理は出席されておられ

ますが、２つ目の丸にありますとおり、「モノだ

けではなく、幅広い分野を含めて、各国が交渉

全体でバランスのとれたコミットメントをして

いく」ということを発言されて、その下のＴＰ

Ｐ首脳声明でございますけれども、発展段階の

多様性、この発展段階の多様性と申しますのは、

国有企業あるいはＩＳＤＳ、知的財産、政府調

達、そういった新興国と先進国が対立している

ような分野につきまして、いわゆる新興国への

配慮、そういった趣旨が盛り込まれているとい

うふうなことで伺っております。それで、包括

的でバランスのとれた地域協定にしていくとい

うことでございました。

ところが、下のほうでございますが、12月７

日からシンガポールで閣僚会合がございました

けれども、結果は、御案内のとおり、妥結に至

らずということでございました。

それで、一番下の丸にございますとおり、各

国が柔軟性を持って交渉を継続という形で、こ

の「柔軟性」という文言も新たに入ったという

ところでございます。

それで、右側の５ページでございますけれど

も、12月26日に全国知事会の主催で政府の交渉

官をお呼びしての説明会がございました。その

ポイントをまとめたものでございます。

まず、全般的な事項といたしましては、日米

の交渉が平行線ということで、アメリカ側は原

則100％関税撤廃、現実的には無理という日本の

主張が平行線で終わったということでございま

す。

その日米の動きをほかの国は見ていて、どの

くらいのレベルで妥協するかを決めたいという

ようなことだということでございまして、最後

のカードは切らないままだということでござい

ます。

それと、今回、物品の関税だけではなく、い

わゆるルール分野につきましても、全部パッケ

ージで合意していくということになりまして、

部分合意ということはないだろうということで

ございます。

下に、分野別の事項が書いてございます。

まず、「投資」の分野では、いわゆるＩＳＤＳ

条項でございます。これまでやはり条項を入れ

ることに対して反対している国があったという

ことでありますが、それはなくなったというこ

とで、ここは一つの進展が見られたという説明

でありました。ただし、中身についてはまだ今

後、がんがん議論をしていくというふうな状況

だそうでございます。

それから、２つ目の「知的財産」につきまし

ては、医薬品のデータ保護期間あるいは著作権
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の期間等については、まだ持ち越されていると

いうところです。

それから、「国有企業」をめぐりましても、ま

だ議論は続いているということでございます。

それから、「環境」、「労働」でございますけ

れども、いわゆる日本が関心の高い漁業補助金

の取り扱いにつきましては、交渉官によります

と、心配な状況にはなっていないということで

ございました。

あと、１つ飛びまして、「ＳＰＳ」、これはい

わゆる衛生植物検疫、食の安全・安心の件でご

ざいますが、これにつきましても、交渉官によ

りますと、日本の制度を変えるような方向の議

論にはなってないというふうなことでございま

した。

下のほうでございますが、今後の予定という

ことでございます。きょうの報道でも一部あり

ましたが、２月の22日からまたシンガポールで

閣僚会合を開く方向で調整が進んでいるという

ふうなことでございましたが、一応、まだ１月

中も、例えば、甘利さんとフローマンさんが電

話交渉とか、あるいはスイスでのダボス会議で

の経産省とか農水大臣の交渉とか、いろいろ行

われておりますし、事務レベルの交渉も行われ

ているというふうに聞いているところでござい

ます。

政府の説明は、このような形で非常に外郭的

でございまして、いわゆる秘密保持契約の関係

がございまして、これ以上、詳しい説明という

のはなかったところでございます。

あと、６ページ以降でございますが、「本県の

動き」ということで整理をいたしておりますが、

直近といたしましては、８ページをごらんくだ

さい。

９月３日の段階で第３回となります庁内の対

策本部会議を開催いたしまして、情報共有を図っ

たところであります。

それから、11月には、北海道を中心に31の道

県によります政府への緊急要請ということを行

いました。

さらに、九州知事会としても提言活動をやっ

たところであります。

そうして、12月10日には、県議会のほうでも

意見書採択ということで、４つ目にありますと

おり、決議遵守、国益を損なうことが明らかに

なった場合は、即刻、交渉から脱退することと

いうふうな文言が入ったところでございます。

今の状況から申しますと、また来月、大きな

動きがありそうな心配をしてるところでござい

ますが、県といたしましては、これまで以上に

また情報収集に努めてまいるとともに、庁内の

対策本部をきちんと開きまして、今後のしっか

りとした対策等あるいは県としてのアクション

等を決めた上で対処してまいりたいというふう

に考えているところでございます。

ＴＰＰに関しましては以上でございます。

○大久津連携推進室長 地域農業推進課連携推

進室でございます。

続きまして、農地中間管理機構の概要につい

て、御説明いたします。

委員会資料の10ページをごらんください。

まず、国の予算概要ですが、夏の概算要求で

は約1,000億円を要求されておりましたが、昨年

末の概算決定時では、右上にありますように、25

年度補正で400億円、26年度当初予算で305億円

が計上されたところでございます。

その理由といたしましては、各都道府県の２

月補正で条例基金を創設させ、機構事業推進の

体制づくりを早期に行わせるために、当初予算

とあわせて今回の緊急経済対策として一部補正
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対応を実施するものであります。

予算の主な内容ですが、１つ目は、真ん中の

農地中間管理機構の業務に対する支援で、（１）

の機構の立ち上げと運営に必要な経費、（２）の

機構による借り受け農地の賃料、貸付者が決ま

るまでの農地の保全管理費用等で、基本は国が10

分の７を補助いたしますけれども、機構が農地

を借り受けた後、借り受け者が見つからない場

合は再度出し手に返すことになっておりまして、

機構での農地の滞留防止とともに、担い手への

農地集積を加速させるということで、貸付率に

応じまして、奨励金として最大95％まで国が負

担する仕組みとなっております。

２つ目は、左側の農地の出し手に対する支援

でございます。

（１）の地域集積協力金は今回創設されたも

のでございます。

また、（２）の個々の出し手に対する支援を合

わせて253億円が全額国庫補助で計上されており

ます。

一方で、これまであった受け手への規模拡大

交付金、10アール当たり２万円が今回廃止され

ております。

３つ目は、右側の農地集積業務の基本でござ

います、今回法定化された、農地基本台帳の電

子システムの整備等の支援と、耕作放棄地の解

消に向け、所有者の意思確認等を行う経費とし

て、合わせて138億円が同じく全額国庫補助で計

上されております。

次に、11ページをごらんいただきたいと思い

ます。

本県におきます農地中間管理機構の取組（案）

についてでございます。

（１）の本県の実施につきましては、宮崎県

農業振興公社を本年度内に機構として指定する

予定でございます。

また、認定農業者や農業法人など、本県の担

い手への農地集積率は現状44％でございますが、

機構事業を活用いたしまして、今後10年間で国

が示した90％の集積目標を達成するためには、

年間、大変厳しい数字ではございますが、3,000

ヘクタールを超える農地集積が必要となってお

ります。

次に、（２）の本県における農地集約化の課題

でございます。

今回の制度は、東北・北陸地方の水田地帯を

ベースに構築されており、田畑の割合が半々で

ある本県では、飼料作・野菜・果樹など生産品

目・作型が多岐にわたり、園芸ハウスや茶畑な

ども点在しており、農地のゾーニングが大変難

しいと考えております。

また、話し合い活動の場である集落機能が低

下している中で、基盤整備率が低いことから、

農地集約に当たっては、効率的利用が難しく、

さらに農地集約化のメリットを受けにくい中山

間地域をいかにこの事業として取り組んでいく

かが大きな課題であると認識しております。

こうした状況の中で、下にありますように、

地域の実情に応じた農地集積を進めたいと考え

ており、基本的には、分散錯圃状態の担い手の

農地を再配分し、面的集積を図ることを第一に

考え、規模拡大を目指す担い手への農地集積、

集落営農等の取り組み推進での活用、リタイア

農家等の農地の面的まとまりの推進と担い手の

マッチングなどにおいて、機構事業をしっかり

活用してまいりたいと考えております。

次に、右側のフロー図でございます。

国は、水田地帯での活用を基本に、農地の出

し手への優遇措置を強化して、出し手の農地の

掘り起こしから取りかかることとしております
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が、本県では、まずは①の農地の受け手となる

担い手を明確にしてもらい、規模拡大等の意向

を踏まえて、機構がかかわる地域の選定と農地

の出し手の掘り起こしを進めたいと考えており

ます。

これまで、出し手・受け手の相対による農地

の貸借・売買が基本ではございましたが、今回

の機構が介在することにより、安心できる長期

的な賃借関係を構築するとともに、耕作放棄地

の再生にも活用してまいりたいと考えておりま

す。

なお、機構事業の活用パターンにつきまして

は、飛びますが、13ページをごらんいただきた

いと思います。

具体的には、①の集落営農組織が法人化に移

行する場合や、②のハウス施設等の団地・集約

化を図る場合、④の土地改良事業等の基盤整備

と一体となった農地集積や、⑥の、現在、規模

拡大が進んでおります、露地野菜等の土地利用

型作物において、分散錯圃の解消に向け、担い

手間の耕作農地を機構が借り上げて、面的にま

とまった形で再配分する場合などの事例を想定

しております。

そこで、各市町村においては、旧市町村を単

位といたしまして、まずはこれらのモデル的な

取り組みのできる地域選定等をお願いし、具体

的に事業推進の課題や成果等を実地検証しなが

ら、今後の普及モデルを確立していきたいと考

えております。

再度、11ページに戻っていただきまして、右

下の支援策の具体的内容でございます。

農地の出し手に対する支援では、地域集積協

力金は、地域でまとまって機構へ農地を出す場

合、貸付割合に応じまして10アール当たり２万

円から３万6,000円が交付されます。

個々の出し手対策では、経営転換やリタイア

で農地を機構に出す場合、農地の相続人も含ま

れますが、個人ごとの貸し付けの面積に応じ

て、30万円から70万円が交付されます。

さらに、機構の借り受けた農地に隣接する農

地の所有者が機構に貸し付けた場合は、10アー

ル当たり２万円が交付されます。

なお、これらの交付単価は、平成29年度まで

の事業取り組みを加速させるために特別単価と

なっておりまして、平成30年度からは減額され

ることになっております。

また、受け手のメリットとなる基盤整備につ

いては、右側の大規模基盤整備では、機構は離

農者等の農地を借り受け、３条資格者として事

業参加し、整備後、担い手に貸し付けるまでの

期間は特別・経常賦課金を機構が負担すること

としております。

また、簡易基盤整備では、国の農業基盤整備

事業の定額助成の活用が想定されておりますけ

れども、助成単価を超える整備費については、

機構が全国団体から資金を借り受けて行い、担

い手への引き渡し後に賃料で立てかえ分を回収

することになります。

最後に、12ページをごらんください。

本県における推進体制（案）を整理しており

ます。

特に、市町村ごとの事業推進チームの体制整

備におきましては、農業委員会やＪＡ等の各関

係機関との連携と一体的な取り組みが重要であ

り、これまで農地問題は農業委員会が主体となっ

ておりましたが、今後は、市町村を核に農業委

員会と一体的にコントロールしていくという意

識改革とその実践が必要と考えております。

現在、県の農業振興公社の機構指定と、平成26

年度早期の運営開始に向け、県域の関係機関・
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団体を構成メンバーとする設立準備会議を立ち

上げ、鋭意検討を進めております。

さらに、近々、市町村の代表者等も参画いた

だいて、次のステップとなる検討会議を発足し、

機構業務を円滑に実施するための各機関の役割

分担と協力体制の検討、さらには、詳細な実施

方針や実施規程等を詰めることとしております。

なお、これらの機構事業の膨大な業務を遂行

するためには市町村等の協力・連携なしには推

進できないと考えております。これまでも適宜、

担当者会議等の開催による、情報の共有化や地

域段階での体制整備の検討をお願いしてまいり

ましたが、現在は、支庁・振興局長と本庁関係

各課が一緒になりまして、各市町村長を個別訪

問し、それぞれの地域の実情に合った、今後の

機構事業の活用のあり方等について、意見交換

等も進めております。

こうした取り組みを踏まえながら、本県農業

の構造改革が進められる、宮崎らしい農地中間

管理機構を整備してまいりたいと考えておりま

す。

説明は以上でございます。

○日髙農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。14ページをお開きいただきたいと存じます。

新たな米政策の概要についてでございます。

この新たな米政策につきましては、昨年12月

に国において決定されたものでございますが、

その決定の過程におきまして、例えば減反の廃

止であったりとか、もしくは減反補助金の廃止

と、こういうような報道であったり、もしくは

飼料用米の10万5,000円というような報道が行わ

れたところでございまして、これによりまして、

地域での混乱と、こういったものも懸念された

ところではございます。

本日は、その決定された概要につきまして、

御報告させていただきたいと存じます。

まず、14ページでございますけれども、新旧

制度の概要ということで、まず14ページが現行

制度、これまでの制度の概要でございます。

一番上の括弧書きの中でございますけれども、

これまでは、国が都道府県別に生産目標数量と

いうことで、つくっていい米の数量を配分をし

てございます。その、国から配分を受けた、つ

くってもいい米の数量を県段階が市町村を通じ

て農業者個々に生産目標数量という形で配分を

させていただいたところでございます。

その配分を守っていただいた場合に、その、

守っていただいた方の米の作付面積に応じまし

て、その下の「ぽつ」にありますような直接支

払交付金と、こういったものが交付されていた

ところでございます。

具体的な助成制度といいますのは、その下に

掲げてございますけれども、大きくは米づくり

に対する支援というものと、その下の生産調整

への助成という２つの枠組みがございます。

先ほど申し上げました、米の直接支払交付金

といいますのは、御案内のとおり、米づくりへ

の支援の中で10アール当たり１万5,000円という

ことで、いわゆる生産目標数量を守っていただ

いた方がつくってる米の面積について１万5,000

円を交付していたものでございます。

あと、生産調整への助成というものの中では、

全国一律の助成ということで、そこに掲げてご

ざいますけれども、例えば新規需要米というこ

とで、米粉用米であったりとか飼料用米、これ

に対して全国一律８万円というものであったり、

もしくはその下、２つ下でございますけれども、

ＷＣＳ用稲ということで、同じく８万円という

ような助成が行われたところでございます。

それに加えまして、地域の創意工夫による助
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成というものの中で、本県は、産地資金という

ことで国から配分いただいた資金を活用しまし

て、加工用米に対して独自に１万5,000円という

助成を行うとともに、地域段階、いわゆるこれ

は市町村、主に市町村単位でございますけれど

も、市町村単位で野菜等に助成を行ってきた状

況でございます。

これが新たな米政策ということで、今後でご

ざいますけれども、15ページをごらんいただき

たいと存じます。

15ページの一番上でございますが、先ほど申

し上げましたように、これまでは国のほうから

生産目標数量というものが配分をされて、それ

に基づいて生産調整というのが行われてきたと

いうことでございますが、そこの冒頭に掲げて

ございますように、５年後をめどに、国が策定

する需給見通しを踏まえつつ、生産者や団体等

が中心となって行っていくというものに変わっ

てきてございます。

この、いわゆる需給調整につきましては、調

整の主体が行政もしくは国が主体となって生産

調整を行うというものから、国の見通す需給調

整、需給見通しに基づいて、生産者もしくは団

体等が主体的に中心となって行うというような

形に変わってくるものでございます。

また、それに対する支援でございますけれど

も、下のほうの枠組みに掲げてございますが、

旧制度とフレーム的には大きくは変わりはない

というふうに考えてございます。

具体的には、同じように米づくりに対する支

援、それから生産調整への助成というフレーム

ではございますし、変わっておりますのは、こ

の米の直接支払交付金、いわゆる米づくりの支

援の部分が、１万5,000円が7,500円に半減され

たというところでございます。

また、全国一律、いわゆる生産調整への助成

の中では、新規需要米ということで、先ほど申

し上げましたけれども、例えば、飼料用米で10

万5,000円というお話がございましたけれども、

これは、全てが10万5,000円という話ではなくて、

アンダーライン掲げてございますように、地域

地域の、もしくはその個人個人の収穫量に応じ

て助成金が増減されるというものでございます。

あくまで一つの考え方といたしましては、基

準収量ということで、例えば、県内一本でいき

ますと、478キロという10アール当たりの収量が

ございますが、例えば、県内一本でいきます

と、478キロを上回った場合には８万円に増額を

される。で、478キロというものを下回った場合

には、これがさらに減額をされるということで

最低が５万5,000円、それから最高で10万5,000

円ということになります。

あと、生産調整の助成の中では、産地交付金

ということで、地域の創意工夫による助成の部

分が拡充をされたというところでございまして、

県段階におきましても加工用米に対して、後ほ

どまた改めて御説明申し上げますが、２万5,000

円ということで助成を行いたいというふうに考

えておりますし、また、多収性品種の導入であっ

たりとか、加工用米の３年以上の複数年契約と、

こういったものには別途１万2,000円の支援が行

われるというような状況でございます。

１枚めくっていただきまして、16ページ、17

ページでございますが、こういうような国の新

たな米政策を受けまして、県段階におきまして

は、16ページに掲げてございますように、水田

営農対策推進の基本的な考え方ということで、

先般12月、さらには１月に市町村段階で説明さ

せていただいたところでございます。

この営農対策推進の基本的な考え方の中では、



-9-

平成26年１月31日（金曜日）

まず上のほうでございますけれども、１）と２）

にございますように、「商品価値の高い売れる米

づくり」というものを引き続き進めていくとい

うことと、あと、「地域振興作物」の定着・拡大

ということで、米をつくる部分と米以外の作物

を組み合わせた生産性の高い水田農業の確立に

努めてまいりたいというふうに考えてございま

す。

①にございますように、「商品価値の高い売れ

る米づくり」の中では、気象変動に強い、安定

した生産体制の構築であったり、生産コストの

削減と、こういったものに取り組んでいきたい

というふうに考えてございますし、また、②の

米以外の「地域振興作物」の定着・拡大、この

中では「水田フル活用ビジョン」というものを、

今後、市町村段階で策定していただくことにな

りますけれども、その中で位置づけられた振興

作物の定着・拡大を推進していきたいというふ

うに考えておりまして、その中でも加工用米、

例えば、さらにはＷＣＳ用の稲、それとあと飼

料用米ということで、大きくはここに掲げてあ

りますような品目を推進していきたいというふ

うに考えてございます。

特に、飼料用米につきましては、畜産農家で

の利用拡大というものを図りつつ、多収性の品

種というものの導入を進めていきながら、しか

も、市町村の基準単収を上回る収穫量が見込め

る圃場について推進を図っていきたい、確実に

８万円以上の助成がとれる圃場で推進をしてい

きたいと、そういう手法を確立していきたいと

いうふうに考えているところでございます。

17ページでございますけれども、先ほどの加

工用米でございますが、特出しということで掲

げてございます。

県内の焼酎メーカーでは、いわゆるかけ米と

して加工用の米が２万3,000トンほど需要がある

というふうに推定されてございます。こういっ

たものにつきまして、計画的に生産拡大をし、

供給をしていくというような体制づくりを目指

していきたいというふうに考えてございまして、

米印にありますように、平成26年産は680ヘクタ

ール、3,200トンということで、各市町村ごとに

一定の目安となるような数字を配分させていた

だいたところでございます。

現在、これを一つの目安にしていただきなが

ら、各地域での推進が行われているというふう

に考えてございます。

また、３番目でございますけれども、産地交

付金の活用ということで、本県に対しまして、

産地交付金といたしまして、昨年よりも約３億

円ほど多い８億7,000万ほどが配分されてござい

ます。これにつきまして、先ほど申し上げまし

たように、①ということで県段階に加工用に米

に対する支援分として１億7,000万ほど使わせて

いただき、それ以外の部分につきましては、地

域段階にそれぞれ配分させていただいたところ

でございます。

これら交付金等を活用しながら、「水田フル活

用ビジョン」に基づく生産振興というものを取

り組んでまいりたいというふうに考えてござい

ます。

説明は以上でございます。

○岩下委員長 ありがとうございました。

○河野農村整備課長 農村整備課です。

委員会資料の18ページをお開きください。

「多面的機能支払制度の概要について」であ

ります。

多面的機能支払制度は、日本型直接支払制度

のうちの一つの制度として創設されるものであ

り、まずは、日本型直接支払の概要について、
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説明させていただきます。

１の日本型直接支払の概要についてでありま

すが、農業・農村は、国土保全や水源涵養など

の多面的機能を有していますが、高齢化等によ

り、地域の共同活動によって支えられている多

面的機能の発揮に支障が生じつつあるとともに、

地域資源に対する担い手の負担が増大し、担い

手の規模拡大が阻害されることも懸念されてお

ります。

このため、産業政策と車の両輪をなす地域政

策として、多面的機能の発揮のための地域活動

等を支援し、多面的機能の適切な発揮とともに、

担い手の育成等の構造改革を後押しするものと

して創設されるものであります。

２つ目の丸にありますように、平成26年度は

予算措置として実施し、所要の法整備を行い、

平成27年度から法に基づき実施するとされてお

り、また３つ目の丸にありますように、５年後

に制度の定着状況等を検証し、施策に反映する

とされております。

現行制度と日本型直接支払の関係は下の図の

とおりであり、一部活動の追加等はありますが、

現行の農地・水保全管理支払の共同活動が農地

維持支払の基礎的保全活動と資源向上活動の共

同活動に、また、現行の農地・水保全管理支払

の向上活動が資源向上支払の長寿命化に移行す

るイメージとなります。

なお、中山間地域等直接支払と環境保全型農

業直接支援は、現行制度が維持されます。

次に、２の多面的機能支払制度の概要につい

てであります。

地域共同で行う多面的機能を支える活動や、

地域資源の質的向上を図る活動を支援するもの

であり、活動組織は、取り組む内容を話し合い、

活動計画を策定し、市町村と協定を締結するこ

ととなります。

19ページをごらんください。

（１）の農地維持支払については、活動内容

として、農地のり面の草刈りや水路の泥上げ等

の地域資源の基礎的保全活動と保全管理構想の

作成の双方に取り組む必要があり、活動組織は、

現行の農地・水と異なり、農業者のみでも可能

とされております。

また、対象農地は、農振農用地以外に、地方

公共団体が必要と認める農用地も対象とされて

います。

（２）の資源向上支払については、活動内容

として、水路や農道等の軽微な補修などの地域

資源の質的向上を図る共同活動や施設の長寿命

化のための活動が対象であり、活動組織は、現

行の農地・水と同様に、農業者以外に地域住民

を含めた組織となります。

（３）の交付単価については、それぞれの活

動ごとの地目別の交付単価は下表のとおりであ

り、例えば、田では、農地維持支払が10アール

当たり3,000円、資源向上支払の共同活動が2,400

円、長寿命化が4,400円であります。

なお、国、県及び市町村から、それぞれ県の

協議会を通じまして、各活動組織に交付される

こととなります。

なお、表の下にありますように、農地・水保

全管理の５年以上継続地区等では、②の共同活

動の単価が75％となり、米印の１のように、②

の共同活動は①の農地維持支払とあわせて実施

する必要があります。

また、米印の２のように、①、②及び③の長

寿命化に取り組む場合には、②の共同活動の単

価が75％となります。

説明は以上であります。

○岩下委員長 ありがとうございました。
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執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、御発言をお

願いいたします。

○右松委員 農地中間管理機構について、お尋

ねします。政府の成長戦略の政策の中で農地集

約も、柱となっており、そのために、26年度当

初と合わせて700億円余の予算措置がされており

ますが、過去に農地保有合理化事業というのが

ありまして、そのときにその成果というのが全

国で年間で売買が8,000ヘクタールで、それで貸

借が１万4,000ヘクタール、その程度であったわ

けですよね。

今回、スキームは上がったんですけれども、

本当に県がこれがやっていけるのかどうかとい

うのは、非常に懸念を感じています。その中で、

これは11ページで、国からの各都道府県に提示

されてる集約の面積でありますけれども、

年3,160ヘクタール掛ける10カ年ということでご

ざいますけれども、果たしてこれが、先ほど担

当室長が極めて厳しい数字だと言われておりま

したけれども、これが果たして可能なのかどう

か、まずそこから伺いたいと思います。

○大久津連携推進室長 委員御質問のとおり、

今回、国のほうから機構事業を活用して90％、

これは各都道府県、全国一律でございますけれ

ども、北海道を除いて90％目標達成ということ

で、かなり厳しいハードルでございます。

今現在、県内では、実績は保有合理化事業で

の貸借売買、それと３条申請と一般的な相対の

手続等によりまして、年間約1,000ヘクタールほ

どが集積しております。それを３倍という形に

なりますので、かなりの業務なりハードルが高

い、また、先ほど申し上げましたように、本県

では県内の作目がいろいろ多岐多様にわたって

おりますので、こういったものを集積するとな

りますと、そういったゾーニングのための話し

合い活動とか、ハウスの移転とか、いろんな支

障もございます。そういった部分も考えますと、

かなり難しいことだろうと思っていますが、本

県といたしましては、この事業を活用するため

に、まずはそういう地域地域の実情に合ったモ

デル事例、これをしっかりつくって、それでの

成果なり課題を検証しながら、ほかの地域にど

う波及させていくか、こういうことを来年度しっ

かりやって、本格的な活動を次年度ぐらいから

やれるようなシステムで仕組んでいきたいと考

えております。

○右松委員 現状のみ、本県の農地集約の面積

を伺いたかったのがありますけれど、1,000ヘク

タールということで、思ったよりか、余りにも

ひどいということじゃないのかなというふうに

は感じてはおります。ただ、12ページの推進体

制を見ますと、やはり、言い方はちょっと厳し

いかもしれませんが、県の、悪い癖という言い

方は語弊があるかもしれませんが、やはり市町

村にどうしても丸投げをして、市町村が一番近

いからそこで、これは防災もそうでありますけ

れども、私はそういうふうに見えるわけなんで

すね。

実際として、県がどのように、これに対して

対策を講じていくのかというのが、私は、例え

ば熊本県でありますけれども、熊本県は2012年

が1,780ヘクタールを集積しています。これが、

今年度は2,100ヘクタールということで目標設定

を置いてるわけなんですけれども、ここは、蒲

島県知事が先頭に立って、農地集約に向けて働

きかけてるんですよね。

で、ＣＭとかでも、ぜひ、蒲島に農地を貸し

てくださいというような形で広告を打ってやっ

ているわけであります。
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熊本県は、農地集積における推進本部を発足

させておりまして、県と、それからＪＡと農業

委員会を本部に集めて、そして、重点地区を最

初20地区設定してます。現在は42カ所までふえ

ておりまして、来年度までに100カ所、重点地区

を設定する。

それから、県独自の交付金制度も設定をして

るわけなんですね。加えて、あとやはり農地の

出し手と受け手のマッチングですよね。本当に、

どういう情報がしっかりと、先ほどのシステム

の農地台帳電子地図システムの有効活用とあり

ますけれど、これだけでは、当然、誰が農地を

売りたがってるのかというのがわからないわけ

でありますから、それはやはりマッチング、仲

介する人たち、これが農地集積専門員というの

を設定してるわけなんですよね。そういうふう

にしっかりと施策を、農地集約のためにいろん

な施策を打ち出してるわけなんですが、本県の

現状をちょっと教えていただければと思います。

○大久津連携推進室長 これまでの農地の集積

活動につきましては、市町村等の農業委員会を

中心として、また保有合理化事業を含めて、県

の農業振興公社、農業会議、こちらが三者一体

となって連携してやっております。

また、県の公社と同一の業務を連携するとい

う形で、県内には全ＪＡに円滑化団体という形

の仕組みで、これはほかの県にない、全農協が

参画していただいて、そういった円滑化団体で

の農地の組合員からの集積活動、こういったこ

とも積極的にやらせていただいております。

ただ、熊本は宮崎の農地の倍近くございます

ので、そういった部分の数字的なものはありま

すが、本県におきましても農地集積委員とか、

今回も国に、これだけの活動をするにはマン・

パワーが必要だということで、これについては、

国の10分の10で市町村とか、県の公社にも新た

に人員配置できるようなシステムになっており

ます。現在も数名は確保しておりますが、来年

からは業務拡大に伴いまして各市町村、また、

さらに公社にもそういった人員を拡充して、そ

ういったマッチング活動、掘り起こし活動をしっ

かりやっていきたいというふうに考えていると

ころでございます。

○右松委員 もう最後にしますけれど、やはり

地域選定、モデル地区もこれから設定をすると

いう中で、やはりかなり出おくれていると私は

思います、正直申し上げて。それで、先ほど申

し上げました、なぜ市町村に丸投げをしてしま

うか、私、これはもうちょっと話がずれますけ

れど、防災関係でやはりある市議から、もう県

は何もしてくれなかったということを面と向

かって言われたんですよ。ですから、やはり今

回の農地集積、別の話ですけれど、農地集積に

関しても、やはり県の顔がしっかり見えるよう

な動きをぜひしていただきたい。税金の無駄な

使い方は、絶対、これはやめてもらいたいと思

いますし、そのためにはやはり対策本部なり推

進本部を発足するとか、そういったことを積極

的にやっていただきたいというように思ってお

ります。

○大久津連携推進室長 今、委員おっしゃいま

したように、この機構体制については、地域の

事情に合わせて、また市町村なり地域としっか

り連携するということで、12ページにもありま

すように、各地域には県の出先機関、振興局等

も一緒になってこういったチームをつくりなが

ら、将来的にはこういったワンフロア化みたい

なことも、市町村によってはいろんな、そうい

うような動きもございます。そういった形で県

のほうもしっかり連携して、こういったものを、
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体制づくりをしっかりやって、この事業がしっ

かり使えるような形を考えていきたいと思って

おります。

○右松委員 わかりました。

○岩下委員長 ほかに何か御質問ございません

か。

○鳥飼委員 公社ですよね、以前はプロパーの

人もたくさんおられたんですけれども、今はも

うほとんどいない。再任用でちょっと残ってい

るぐらいなんですが、これまでいろんな担い手

対策とかいろんな事業が出てきたときに、公社

にいろいろお願いをするというか、やってきて

もらって、県の職員の方の出向というのも結構

大きくなっているんですが、こういう事業が始

まると、かなり力を入れていかなくちゃならな

いし、負担も多くなるということで、今、お答

えにあったように、そういう強化を考えている

ということなんですけれども、抜本的に今後の

農政のことを考えていくと、この公社が果たす

役割というものが非常に大きくなってくるん

じゃないかなと思っていますので、そういうこ

とも含めて検討をしていっていただきたいなと

いうふうに思っていますので、よろしくお願い

します。

○岩下委員長 別に。

○鳥飼委員 いいです。

○岩下委員長 お願いでございました。

○中野委員 私はいつも思うんですよね。東北

とか北海道を見に行って、田んぼの広さ、これ

は、これだけ集約してやろうというのはやっぱ

り大規模でやってという話で、いかに効率上げ

て経費節減になるかという話よね。私は、宮崎

で圃場整備を２反、３反でしよるとを、何で２

反なんかですっとやろうかと昔から思っていて。

今、圃場整備は３反、だから今の現状で２反、

３反という割合というのはわかっていますか。

（「つまり整備率やろ」と呼ぶ者あり）

うん。それの２反と３反のね。

○河野農村整備課長 委員、今おっしゃられた

とおりで、現状、圃場整備におきましては、大

体３反を標準にやっております。ただ、地域的

にはやはり５反であったり１町というような区

画も一部には見受けられるようでございます。

現状、３反以上を標準にやっています。面積で

いきますと、38％程度ということになります。

○中野委員 ぜひ、やっぱりあっち飛びこっち

飛びで、１枚２反、３反を30町、10町っていっ

ても何百枚をあっちこっちじゃない。これはやっ

ぱり県としては集約できる２反を２つつけて４

反にすると、そういう事業もやっぱり平行して

入れんと、これは、いつまでたっても宮崎県は

そんな、なかなか難しいっちゃねえかなと思っ

ていますから、ぜひ、そこ辺を。効率が上がら

んが、あっちこっち何枚も土地つくったってよ。

○岩下委員長 ありがとうございました。ほか

に御質問ございませんか。

○坂口委員 参考までに目標とした数値があれ

ばですけれども、農地集約に関して規模拡大を

していくということですよね。で、これは産業

として成長の定義がどうなるんかわからんけど、

産出額が高まるとか、成長には一定のイメージ

的なものでもいいし、定義的なものでもいいん

ですけれど、産業が成長するという一つの目標、

こういうことを達成するというのがないとだめ

だと思うものですから、規模が拡大していけば

当然経営体数は減るわけですよね。産業が成長

していけば、農業就農者というんですか、労働

力、これもかなり合理化されていく。そうなっ

たとき余剰人員というものが出てくると思うん

ですよね。この受け皿は総合政策部としてどう
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着手させようとしているのか、セットでやられ

ているのか、単なるもう経営者を減らしていっ

て規模を拡大していってから、そこが何とか産

出額をふやせばいいわというものじゃ、これは

だめだと思うんですね。だから、そこんところ

がトータル的にどういうぐあいな目的を持って

進められているのか、これはどうなっているん

ですか。

○鈴木農政企画課長 今、委員の御指摘のとお

り、大規模化を進めて、産業としてレベルアッ

プしていくことによって人も少なくなるという

ようなこともあると思います。ただ、現状では、

うちの県では毎年300人ぐらいの新規就農者があ

るのに対して1,700人、約2,000人ぐらいの、リ

タイア農家といいますか、リタイアしていく就

業者がいらっしゃいます。

そういうペースを考えますと、こういう言い

方がいいのかわかりませんけれども、大規模化

をして集約化していかないと、どんどん産業全

体のパイがちっちゃくなってしまうというよう

なこともありますので、今、委員おっしゃるの

は、多分、一つの経営体が大きくなれば余剰人

員が出てくるというような方向の御指摘だと思

いますけれども、逆にそういう方向になるには

かなり頑張って集約しないと、そもそもやめて

いく人が非常に多いもんですから、そういった

意味でそこの産業の規模を小さくしないように

という観点を第一にやっていきたいと思ってお

ります。

それで、それがうまくいって、さらに、本当

は農業に従事しているんだけれども、なかなか

その入れない人たちに対してはフードビジネス

とか、そういう方向で人が有効活用されるとい

うのはあると思っているんですけれども、まず

農政としては農地の集約化とか、規模の拡大を

通じて産業全体を維持していくというのが、ま

ず第一の目標になるかなというふうに思ってい

るのが正直なところでございます。

○坂口委員 それじゃだめだと思うんですね。

成長産業といって新たな、ここを成長させてい

こう、それは最終的にやっぱり究極は、人が流

出するのを防ごう、人口減少をとめ、過疎化を

なるだけとめていこうとか、高齢化を抑制して

いこう、そのためには外に出ていった人、自然

消滅していって、そこを耕作する人もいなくなっ

たし、飯が食えなくなった農業、それを食える

ようにして、それは経営体として食う人、これ

は企業になっていくかもしれません、農家じゃ

なくって。ただ、そこに人が残らなきゃだめな

わけですよ。生産だけが上がればいいって、生

産が目的じゃなくてそこで人が暮らす、で、地

域を維持する、だからこういった多面的機能も

お金を出してまでやんなきゃならん、そういっ

たものがまた一方で損なわれちゃ、これは成長

産業じゃないわけです。単なる合理化、規模拡

大ですよ。

だから、それは目的を持たなきゃだめだと思

うんですよ。単なる今までの農業政策をやって

いって、もうどうしようもなくなったからもう

農家が減ってもしようがないじゃないかと。農

家でやれなきゃ企業にやらせりゃいいじゃない

かというと、それは成長産業じゃなくして目的

がないと思うんですよね。だから、それじゃだ

め、やり直さなきゃ。

やっぱり、将来、何人そこに若い者を残すん

だ、人口構造をどうやっていくんだって、そう

やって高齢化率を、何年ごろにはどこまででと

めていって、今度は確保させていくんだとか、

人口流出は、せめて過疎はとめるんだというも

のがなきゃ、中山間地域対策だってこれ、何も
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打たれてないですよね。

とにかく補助金を出して何とか水路を確保し

ようやというような、そんなんじゃ、小手先じゃ

だめだと思うんですよ。何のために、我々、特

別委員会をつくったのか、何のための成長産業

として、今度は新たな成長分野だというんだか

ら、飯が食えなくなっているのを食えるように

するというんだから、新たに成長させると。そ

んないいかげんなことじゃ、僕はだめだと思う

んですよ、目的を持たなきゃ。

○鈴木農政企画課長 先ほどの説明、舌足らず

だったかもしれませんけれども、私が申し上げ

たのは、まず狭義の意味での農業としてパイを

維持するのがまず第一の前提になろうというこ

とを申し上げておりました。その上で、委員が

おっしゃったように、農業だけが生きて地域の

人が減っていくとか、雇用がないとか、そうい

う状態じゃだめだというのは、まさにおっしゃ

るとおりだと思っております。

今、国のほうの政策も、農地中間管理機構に

しても米政策の改革にしてもそうですけれども、

産業政策としての打ち出しというような色を

はっきりつけております。一方で、地域政策と

いうのは、今回、日本型直接支払というのは入

りましたけれども、まだまだ足りないものだと

いうふうに思っています。

特に、地域政策は地域ごとのやり方というの

もあるんでしょうから、国一律の施策じゃなくっ

て、さらに県の中でも地域政策をどういうふう

にしていくか、あるいは雇用を生み出すという

意味でフードビジネス、ちょっと話が飛びます

けれども、フードビジネスという考え方で今進

めているところでございますので、決して私の

説明で雇用とか、そういったものを無視して農

業だけが生き残ればいいみたいな感じではない

ということを御理解いただければというふうに

思っております。

○坂口委員 そうじゃなくて、3,000ヘクタール

を集約していって10年間やるというわけでしょ

う、３万ヘクタール。10カ年の目標の中には何

人残すんだとか、フードビジネスはどこまで立

ち上がっているんだとか、それで産出額はどれ

だけ高まって、やっぱり県内総生産が上がるん

だというものがなけりゃ、10年やってみて、何

とか耕作放棄地がなくなるのを防ごう、それを

見て、それからその先のことは考えますよでは

だめですよ。

多面的機能といったって、これはその理屈の

上では立派な考え方ですよ。しかし、これはあ

くまでも小手先ですよ。何とかこれで人が減ら

なくても、あるいは何とか水が下まで、川下に

流れんかなって、そんな小手先ですよ。今はど

うしようもないから、じゃ、これを何とかいろ

んな名目つけて金を出して、そこに残ってもら

おうやで、これもいつかなくなりますよ、こん

なものも、できなくなりますよ。

だから、そのときに、成長産業というんだか

ら、自前で完結できる産業として農業を育成し

ていこう、もう一回農政をやり直そうというこ

とだから、10カ年様子を見ていて、それから考

えますじゃだめですよ。とにかく、先細りする

のをとめますというぐらいじゃ、そんな消極的

なことじゃ、僕は成長産業っていう、大体、そ

ういった、何ですか、標榜すること自体がおこ

がましいと思います。

○永山総合政策部次長（政策推進担当） 御指

摘がありましたとおり、人口が減少する、流出

が続いていく中で宮崎県をどう維持するのかと

いうことについて、そういうことがメーンとし

て20年ビジョンというのを描いています。その
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中でしっかり成長産業を位置づけていこうとい

うことで、復興から新しい成長へということで

も出しましたけれども、フードビジネス、メディ

カル、エネルギー、あるいはその中でも中小企

業振興とかいろんな対策も打ちました。

その中で、フードビジネスについて、それを

つくった時点では農業を支えていくために、やっ

ぱりフードビジネスということが必要じゃない

かということが基軸になって、そこにも雇用を

生み出していこうというふうな考え方でやって

います。それは続けていく必要があると思いま

すが、今回、この中間管理機構の創設というこ

とで農地を集約化して、そこで、委員がおっしゃ

るように、働く人たちがどうなるのかという観

点は当然やっていかなければならないと思って

います。

トータルで言えば、やはり宮崎県は農業を中

心、農林水産業を中心として、地域をつくり雇

用をつくっていくということが必要な県だとい

うふうに思っていますので、今、現時点でどこ

まで明確に目標を設定しているかと言われると、

そこまではございませんけれども、こういうシ

ステムが始まって、それが宮崎県の地域に資す

るような形でどう動いていくべきなのかという

ことについては、農政水産部としっかり話し合っ

て、総合政策部として総合計画とそごがない、

掲げているものとそごがないような形で進めて

いく必要があるというふうには認識しておりま

す。

○坂口委員 はい。いいです。

○岩下委員長 はい。

ほかに。

○徳重委員 中間管理機構の中で、先ほどから

出ておりますが、農地集積を3,000ヘクタールず

つ10年間ということで、それぞれ計画されて進

められると思うんですけれど、集積するという

ことは、それだけ規模を大きくしていかなきゃ

ならない、小さい１反も２反もの区画では仕事

にならないと思うんです。

その中で、皆さん方のこの計画と農地整備、

土地改良ですね、そういったものとリンクして

やっていく必要があるんじゃないかなという気

がするわけですね。そうすることによって理解

をいただける、個々の農家に相談するというこ

ともそれはそれで可能かと思うんですけれど、

そういう土地改良なりして面積を広めると、協

力してくださいというような形の中で、いや、

そしたら、もううちはいいですよ、というよう

な形で、土地改良との関連がこの集積の中で行

われる可能性があるのかどうか、そういう計画

が10年間の中に幾らできているのか、ちょっと

教えてください。

○大久津連携推進室長 この中間管理機構の取

り組みについては、今現在、この機構を設置す

るための基本的な考え方等を、土地改良事業連

合会とか、いろんな関係機関とも一緒になりな

がら、どういった連携組織、また協力体制、事

業の連携がどううまくできるのかというのを今

議論させていただいております。

３月末までに指定するということで、その方

策の中でいろいろな課題を見つけながら、機構

運営についての具体的な仕組みづくりは３月末

までに、いろんな関係機関の御意見をいただき

ながら体制づくりをやっていきたいと思います。

当然、基盤事業については11ページにござい

ますように、ここの中間管理機構の集約化の一

つの基本的な大きな事業として、この基盤整備

というのはございます。従来の、単なる基盤整

備をして、その後、使途、担い手をどうするの

かとか、産地づくりをどうするかとか、そうい



-17-

平成26年１月31日（金曜日）

う話ではなくて、今回はこの機構事業をうまく

使って地域での話し合い活動、その中で担い手

づくりと産地づくり、そして、先ほど出ました

地域づくり、この３セットでどうしていくのか、

こういったことをしっかり議論していただきな

がら、その地域地域に合った事業の組み合わせ、

やり方というのを、今後、個々に検討しながら、

この機構事業を活用して推進してまいりたいと

考えております。

○徳重委員 今おっしゃったこと、そのとおり

だと思うんですけれど、問題はその基盤整備で

すよね。基盤整備を組み合わせていくというこ

とになると、相当なお金がかかるわけですね。

時間もかかります。１年でできることじゃない

と、こう思うんですよ。これを早く立ち上げな

いと、話し合いだけしてて、形はできた、それ

からとなると10年やそこらでできる相談じゃな

いと思うんですよ。

もうこうして決まった以上は、一日も早くそ

ういった計画をしっかりとつくっていただいて、

早くそういう体制にのせていただきたい。果た

してその基盤整備事業がリンクしてできるのか

どうか、可能性があるのかどうか、ちょっと整

備状況を教えてください。

○宮下農村計画課長 農村計画課長でございま

す。委員御指摘のように、やはり農地の集積を

行うのに、一番その集積が行われるのは基盤整

備を行うときでございます。全国的にも、基盤

整備地区では80％以上の集積が現時点でもなさ

れているというふうな統計もございます。

その中で、私ども、基盤整備担当部門でも、

県の予算、国の予算等も含めて、おくれている

基盤整備を進めていくということで、10年計画

等を立てて着実に進めていくという計画ではご

ざいますが、この中間管理機構が集積するとい

うことで、一挙に、全てのこの3,160ヘクタール

の中に、全て基盤整備を入れていくということ

はなかなか難しいということがございますが、

集積が図られるのであれば、積極的に基盤整備

等を進める予算等も確保していきたいというふ

うに考えております。

○岩下委員長 ありがとうございました。ほか

にありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。ありがとうござ

いました。

執行部の皆さんは御退席いただいても結構で

ございます。

執行部入れかえのため、暫時休憩いたします。

午前11時５分休憩

午前11時７分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

環境森林部においでいただきました。早速で

ございますが、木質バイオマス資源の安定供給

体制づくりに向けた取組について、御説明をお

願いいたします。

○堀野環境森林部長 環境森林部でございます。

それでは、よろしくお願いいたします。

それでは、お手元の特別委員会資料の表紙を

ごらんください。

本日は、御指示のありました木質バイオマス

資源の安定供給体制づくりに向けた取組につい

て、御説明させていただきます。

木質バイオマス発電施設につきましては、現

在３カ所で工事が始まっており、林業の振興や

雇用を含めた地域経済の活性化等に大きな効果

があると考えております。

今後、燃料の安定供給体制が重要となります
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ので、その体制づくりに向けた取り組み等につ

いて、御説明いたします。

詳細につきましては、担当課長が御説明申し

上げますので、よろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○岩下委員長 ありがとうございました。

○河野山村・木材振興課長 山村・木材振興課

でございます。

資料の１ページをお開きください。

木質バイオマス資源の安定供給体制づくりに

向けた取組について、説明をさせていただきま

す。

まず、１の木質バイオマスの発生量と利用状

況でありますが、県内には年間87万気乾トンの

木質バイオマス資源が発生しており、最もバイ

オマス利用の対象として期待されております林

地残材は57万気乾トン。水分を含んだ生の状態

で77万トンであります。

次に、２の未利用材等木質バイオマスの需要

見込みでありますが、既設の木質ペレット製造

施設、それに既存の発電施設と国に設備認定申

請を済ませております新設の発電施設を合わせ

まして、これらの施設が県内から調達する林地

残材の合計は、表の一番下にありますように、

約37万トンでございます。計算上は対応できる

資源量がございます。

次に、３のバイオマス発電施設の燃料調達の

仕組みでありますが、仕組みのイメージ図をご

らんください。

発電事業者は集荷主体と価格や供給量に関す

る内容について、同意した上で取引協定を締結

し、安定的に燃料を確保します。

一方、集荷主体は個々の出荷者に価格を提示

した上で、量の取引協定を締結し、協定に基づ

き、燃料を安定的に集荷いたします。

下の表には、新設が予定されております４つ

の施設につきまして、具体的な燃料調達に向け

た取り組み状況を記載しております。

まず、グリーンバイオマスファクトリーにつ

きましては、集荷主体である県森連が責任を持

ち燃料を供給することとなります。

既に、県森連は素材生産業者等41事業体の出

荷者と協定を結んでおりまして、出荷者は都農

町の発電所のほか、日向市や宮崎市の原木流通

センターで受け入れる計画となっております。

また、宮崎森林発電所につきましては、直接、

素材生産業者12事業体と協定を結んでおり、必

要量の６割を自社のチップ工場で受け入れ、残

り４割については、伐採現場に移動式チッパー

を運んで、現場においてチップの形で集荷する

計画となっております。

また、王子グリーンエナジー日南の集荷主体

は王子木材緑化ですが、既存の県内外の関連の

チップ工場の供給ネットワークを通じて協定を

結んだ、チップ製造業等46の事業体から燃料を

集荷する計画となっており、チップ製造業者に

協力する、素材生産事業体を含めますと150者程

度の集荷体制となっております。

また、中国木材につきましては、県森連が集

荷に責任を持ちますが、燃料の多くは製材端材

を使用する計画となっており、これらの製材用

原木を含めて協定を結んだ森林組合等９事業体

から集荷する計画となっております。

次に、右側の２ページをごらんください。

４の木質バイオマスの買取価格ですが、県内

において、グリーンバイオマスファクトリーと

王子グリーンエナジー日南が買取価格を公表し

ておりますが、売電価格１キロワット当たり32

円となります間伐材や森林経営計画対象森林、

保安林、また国有林から出材されました木材に
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つきましては、グリーンバイオマスファクトリ

ーが１トン当たり7,000円、王子グリーンエナジ

ー日南が6,000円、キロワット当たり24円の製材

残材やその他由来の証明が可能な木材につきま

しては、それぞれ6,000円と4,000円となってお

ります。

なお、米印にありますように、グリーンバイ

オマスファクトリーは発電所着の工場買取価格

で、県森連はこれから必要経費を差し引いた額

を出荷者から買い取ることとなります。

また、王子グリーンエナジーの買い取り価格

は、燃料受け入れ場所であります関連のチップ

工場の買い取り価格でございます。

また、点線の枠の（参考）に書いております

ように、ＦＩＴの売電価格１キロワット当たり32

円のときの燃料単価につきましては、経済産業

省が設置した調達価格等算定委員会の含水率40

％の木質チップ１トン当たり１万2,000円がもと

になっております。これを発電所が買い取る含

水率50％の場合で試算いたしますと、熱量費で

換算しますと、含水率40％の場合の約77％に相

当しますので、１トン当たり9,200円となります。

これは、木材チップの価格でありまして、業

者から聞き取ったチップ加工費は１トン当た

り2,000円から2,500円とのことでありますので、

仮にこれを2,200円といたしますと、グリーンバ

イオマスファクトリーのようにチップ工場が発

電所に併設されてる場合は輸送費がかかりませ

んので、木材の価格は１トン当たり7,000円とな

ります。

また、王子グリーンエナジー日南のように、

チップ工場から燃料を購入する場合には、輸送

費がかかりますのでこれを１トン当たり1,000円

と仮定しますと、木材価格は6,000円となります。

このことから、両者が示している価格について

はおおむね妥当な価格と思われます。

次に、５の県の取組状況ですが、（１）の連絡

会議や地域協議会の設置等につきましては、林

業関係団体や森林組合などから成る連絡会議を

開催し、木質バイオマスの供給等について情報

提供や意見の交換を行っております。

また、県内を網羅する形で行政や森林組合、

森林所有者などから成る５つの地域協議会を設

置しまして、地域における供給体制や山元への

利益還元の仕組みづくり等について検討してお

ります。

具体的には、市町村や森林組合に対して、山

元へ利益還元できる取組への協力要請を行うと

ともに、森林所有者等の林地残材利用への取組

意識の醸成、また収集運搬に必要な中間土場や

資機材等の導入への支援などを進めております。

下のほうに、小規模な森林所有者等が参加す

る収集運搬のイメージを示しておりますが、図

の①にありますように、分散している小規模な

林地残材を林内作業車などで集めまして、②の

とおり、軽トラなどで中間土場まで運搬します。

③の中間土場においては、林地残材の買取価格

に応じた証明と分別管理を行い集積をいたしま

す。集積されました林地残材につきましては、

④にありますように、森林組合等が大型トラッ

クで発電所の燃料受け入れ場所へ運搬すること

になります。

次に、３ページ、一番最後のページでござい

ます。

（２）の木質バイオマスの運搬・加工等に必

要な施設整備への支援につきましては、収集・

運搬施設としましては、作業路等の路網や運搬

用のトラック、積み込み機械、トラックスケー

ルなどを、また加工施設としましては、木材チッ

パー、チップ保管庫、貯木場などに対して支援
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を行っているところでございます。

また、（３）の国有林との連携につきましては、

九州森林管理局に対して「システム販売」を活

用した木質バイオマスの供給に加えまして、間

伐箇所を対象とした立木販売や林地残材の販売

など、さらなる取り組みを要請したところでご

ざいます。

最後に、６の課題でありますが、（１）の林地

残材の安定的な供給につきましては、路網や機

械整備等による採算性の確保や運搬手段の確保

と効率化、また出荷事業体の掘り起こしと確保

があります。

また、（２）の山元への利益還元につきまして

は、小規模な森林所有者が中間土場まで直接収

集運搬する仕組みの構築や、中心的な役割が期

待されます森林組合の体制づくりなど、課題が

あります。

こういった課題につきまして、今後、解決で

きるよう取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

説明は以上でございます。

○岩下委員長 説明ありがとうございました。

執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、御発言をお

願いいたします。

○中野委員 ２ページの一番下の図、小規模・

分散している林地残材、これからずっと、例え

ばこの発電所設立まで補助金等はどうなってい

ますか、支援策、行政の。

○河野山村・木材振興課長 現在、補助制度と

してありますのは搬出間伐に対する支援がござ

いますし、一つには林内作業車に対する補助と

か無利子融資がございます。

以上でございます。

○岩下委員長 ほかに御質問ございませんか。

○中野委員 関連で。私は、バイオマスは反対

じゃないんだけれども、今まで私が見たところ

で一応、組合、製材所、そこも残材を使って発

電するのに、施設が４億円ぐらいかかれば、２

億とか補助金が出ているわけですよ。そして、

その電気はどうするかというと売電じゃなくて

そこの製材所の中で使うだけの話。私は、バイ

オマスはいいけれど、しっかりやっぱりこの補

助金とか、そこ辺を含めて、説明するときはぜ

ひしっかり。やり方としては自然エネルギーと

いうか、ＣＯ２は出すけれども、いいと思うんだ

けれど、かなりやっぱりその間伐出す前の補助

金も含めて、私は、これ、逆に森林対策じゃな

いかという気がするんですよ。ぜひ、そこ辺も

含めて、説明する場合はお願いします。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

○鳥飼委員 この間、前回のときにこの木質バ

イオマス資源の雇用の部門についてお尋ねをし

たんですけれども、これ以外で木質バイオマス

発電を立ち上げるとか、そんな動きというのは

現状ではないんですか。

○河野山村・木材振興課長 発電事業に対して

計画されている箇所については、現在、具体的

には串間に１件ございます。

○鳥飼委員 串間に。それは木質で、規模的に

はどんな感じなんでしょうか。

○河野山村・木材振興課長 木質専焼でし

て3,000キロワットと聞いております。

○鳥飼委員 発生量で見ますと87万気乾トンで

すから、ということで、まだまだ容量としては

ありますよということで、手を挙げるところが

あって、しっかりしたところがあれば応援して

いきますよという体制なんですよね、環境森林

部としては。

○河野山村・木材振興課長 先ほど説明しまし
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たとおり、77万生トンございまして、数字上は

供給可能でございます。今、４つの施設につい

ても協定が結ばれていて、数字上は確保されて

おります。

ただ、一旦動きますと、発電所が継続的に動

くためには安定した供給量というのは必ず必要

になってまいりますので、県としてはいろんな

コスト縮減とか、例えば、集荷範囲が拡大でき

るような資機材等の整備に対する支援とか、そ

ういったことに取り組んでまいりたいと思って

います。

○鳥飼委員 わかりました。木質バイオマスに

ついては、大体、そういう、今言われましたの

でわかりますけれど、そのほか、直接、環境森

林部と関係ないんですけれど、畜産廃棄物もか

なりな量がありますから、そういう面とか、こ

の新エネルギーの中で雇用をどれだけ生み出し

ていけるかというようなことで、今後、やはり

県全体として取り組んでいっていただきたいな

という思いがあります。どうもありがとうござ

いました。

○坂口委員 現状でですけれども、買い取り価

格のところ、6,000円、7,000円という価格設定

をされているけれど、これで、今の条件でどれ

ぐらいの場所まで搬出できますか、採算的に。

その70万立米の中のどれぐらいを見込んでいる

んですか。

○河野山村・木材振興課長 収集運搬について

は、主伐する場合と間伐する場合があるかと思

います。今、事業者等から聞き取りしている場

合では、やはり主伐する場合には、全幹集材の

方法もございますし、それは１カ所にバイオマ

ス資源も集まってまいります。それで、今は高

性能林業機械を使いますので、自走式で行く場

合も道端に、主伐する場合には集まる。

ですから、集荷については可能だというふう

に言われておりますけれども、問題といいます

か、現状の切り捨て間伐の場合には散在してお

りますので、50メーター範囲だとかだったら採

算に合うとか、そういった言い方をされており

ますけれども、今後、バイオマス資源に活用す

ることを念頭に間伐を進めていきますと、もち

ろん路網の整備も必要ですけれども、列状間伐

をやって、高性能林業機械のスイングヤーダー

という機械があります。これは、間伐材を搬出

するときに威力を発揮する機械なんですけれど

も、そういったものを使いますと、かなりの間

伐部分でも集荷が可能だというふうには考えて

おります。

○坂口委員 そういう手段もなんですけれど、

端的に、地主さんに何ぼか現金が入れば出しま

すよね。手出しでは出さないですよね。だから、

そこですよ。採算性から見たとき、今の条件で

どれぐらい、何割ぐらい採算が合う、だから、

山主に、木の持ち主には1,000円でもくれれば出

すわとか、いや、俺は500円出してまでは出さん

よという、その分岐点がどれぐらいなのかとい

うことです。

○河野山村・木材振興課長 先ほど説明をしま

した、林家がみずからやる、集荷する取組を

ちょっと試算してみますと、軽トラで１日５回

程度出して、月に３回ぐらいそういった作業を

やりますと、大体、軽トラ１台当たりで1,400円

程度残るかなと。それを年間通じてやりますと25

万から30万程度は林家に落ちるのかなというよ

うな試算はいたしております。

○坂口委員 それはどの場所でですか。うちら

の山と、それからもう熊本県境の山とでは当然

違ってくると思うんですよ。

○河野山村・木材振興課長 場所については、
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これは考慮しておりませんけれども……

○坂口委員 いや、公表しろとかそういうこと

じゃなくて、例えば、新富町の里山の材だった

ら当然合うものですよ、6,000円でも。しかしな

がら、8,000円もらっても合わないような県境あ

たりの山もあるわけですよ。だから70万立米全

てが出るんじゃなくって、その中の大体どれぐ

らいのところまでは今の条件なら出せば、汗か

いた分は返ってくるだろうと、そうなれば経済

的に成り立つだろうと、出すことで。それはど

うなのか。その、プライバシーをどうのとか、

そんな秘密を出してくれとかいうんじゃないん

ですよ。

○河野山村・木材振興課長 私が言いました金

額については、地域的なものは考慮していない

ということでございまして……

○坂口委員 だから、考慮してくださいと言っ

ているんですよ。それは成り立たないですよ、

そんなことじゃ。経済だから。だから、そこの

ところはまだ全然考えずに、6,000円、7,000円

という協定を出しているということですか。

○河野山村・木材振興課長 先ほど、私、50メ

ートル以内であれば搬出される可能性が高いと

いうふうに言いましたけれども、これを50メー

トル以内に賦存してる資源量をちょっと計算し

てみますと、本県の路網密度は36.8メーターご

ざいますし、これからしますと約６割程度は採

算的に合って搬出されるものというふうには考

えております。

○坂口委員 そうなりましたときに、成長する

ものと搬出されるものとの消費と蓄積ですよね、

それから基盤整備ですよね、それを考えたとき

に、将来に需給バランスがどうなるのか、つま

り価格設定がどうなるのかということですね。

買い手市場でもだめ、売り手市場でも成り立た

ないですよね。だから、そこらがどう見通され

ていくのか。

だから、競争性を導入して一つのエリアに２

者ぐらいの売電業者が入らなければ買い手市場

になってしまうのか、それとも１者あっても売

り手市場になってしまって、燃料の確保自体が

難しくなるのか、こんないいかげんなことでは、

こういった公共性の高い事業というのはだめだ

から、もうちょっとやっぱり、今の話を聞いて

ると需給バランスとか価格設定の、担保という

んでしょうか、両方が採算が合うというような

ものがないと、経済行為の中でのそういった見

通しはどうなっているんですかということを今

お尋ねしているんです。

○河野山村・木材振興課長 買取価格につきま

しては、もちろん、発電事業者と集荷の責任者

がコストとか収益を考慮した上で話し合って決

めるということになります。

ただ、先ほどから言っていますように、売電

価格が１キロワット32円というところから出発

してますので、おのずと原木を買い取れる価格

というのは決まってまいります。ですから、そ

の中で、確かに、複数の発電事業者の買い取り

価格、若干違うことが出てくるかもしれません

けども、ただ、その中では買取価格というのは

３カ月程度で見直すというような取り決めもさ

れているようでございますので、おのずと決まっ

ていくのかなというふうには考えております。

○坂口委員 おのずと決まっていくんですよ、

これが需要対供給で、市場原理の原則で。だけ

ど、これは持続できなきゃだめだということで、

ある程度の競争性が確保されていなきゃ、買い

手市場になっても要らないよというようなこと

でも、これやっぱり山をどう守っていこうかと、

林業をどう育成していこうという視点からでは、
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これはもうだめなことで。

ただ、そちらが強くて何ぼじゃなきゃ売れな

いよといって、電気がとまるようなことでもだ

めなことで、非常にバランスが難しいですよと

いうことを言ってるわけですね。

で、今６割ぐらいしか搬出できないと言われ

ているけれど、とんでもない。４割、３割しか、

僕は今の6,000円単価ぐらいだったら出てこない

と思うんですよ。でも、それを出さなきゃだめ

だから、だから、そのためにはやっぱり基盤整

備をやっていく。そうなると、当然コストが削

減されますから、コストが安くなるからもう

ちょっと奥まで出てくるようになるけれど、そ

れで過剰になってもだめだけれど、今度はそこ

が経済林として成り立つようになれば、次の植

栽が行われるわけですよ。そうすると、次のま

た成長があるわけですよ。だから、需給のバラ

ンスというのが物すごく難しいと思うんですよ。

難しいけれども、これを持続して、この契約は

やっぱりずうっと続いて、発電が続けられなきゃ

ならないということについての、そういった、

計画というんでしょうか、トータル的な。それ

で、それを担保するような仕組みというのがど

う確保されているのかということを聞いている

んです。

極端に言ったら、これ、20年後、30年後も続

けなきゃだめだけれど、その見通しを立ててい

るのかと、少なくとも燃料の供給と確保につい

ての見通しはどう立てられているのかと、その

裏打ちの政策的なもの、あるいは施策的なもの

はどう講じようとされているのかということを

お聞きしているんです。

○河野山村・木材振興課長 委員おっしゃいま

すように、一旦動き出しますと20年間はこの発

電事業が継続されていくことになります。それ

で、稼働していくためにはやっぱり安定的に燃

料が確保、供給できないといけないわけですか

ら、県としましては、やっぱりそういった安定

的な供給、そして、コストに見合うような適正

な取引が継続されなければいけないというふう

に思っておりますので、先ほど申し上げました、

連絡協議会とか、そういった場を通じて情報提

供とか、安定供給のためのいろんな支援、これ

を行ってまいりたいというふうに思っておりま

す。

燃料の確保につきましては、一義的には供給

協定者の発電事業者が責任を持ってやるべきと

いうふうに思っておりますけれども、県として

もそういった安定供給の仕組みづくりについて、

いろんな支援を行ってまいりたいというふうに

考えております。

○坂口委員 それじゃ成り立たないんですよね。

やっぱり山を売る人と電気を起こす買う人とが

値段で合意できるか、できないかですよ。それ

は山を持っている人が出したって、汗かいた価

値があるかないかって、そこのところでしか単

価が決まらない。単価が決まらなければもう木

材が集まらないし、だから、そこのところを、

しかも、環境森林サイドからいえば、電気を起

こすことに主を置くんじゃなくて、やっぱり山

の経済が成り立つということを主に置かなきゃ

だめですから、そうやって木を育てれば確実に

バイオマス発電の燃料として買ってもらえます

よ、それで経営が成り立ちますよという、その

ためにはどうやっていけばいいのか。

だから、結論を言えば、発電所を２つずつブ

ロックに入れて買い取りを競争させていくのか、

採算性のぎりぎりまでですね。それとも１者で、

ひょっとして過剰供給になればもう何ぼなら、

持ってくれば、ただならもらってやるよという
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ような、そういうことを、可能性をやっぱり開

いておくのか、それはだめじゃないかというこ

とを言っているんですね。だから、そこんとこ

ろを、そういう大きいその計画というものをど

うやっているという、山をどう支えようとして

いるのかということですよ、このバイオマス燃

料で。

これ、だって、あれでしょう。１者、１者違

うわけでしょう、買取価格が。それで、法で定

めて何ぼで買えというやつじゃなくって、そこ

が、うちは何ぼなら買いますよって、何ぼなら

合いますよってそろばんをはじいて買い手が示

すわけでしょう。そこで、いや、何ぼじゃない

と出さないよというもので、そこで協議してい

かないと、何ぼなら買いますよで、好きな人持っ

てきてくれということになっちゃ、山は損する

じゃないかと。今度は逆に、何ぼじゃないと売

らないぞということになっても、今度は電力会

社は成り立たないじゃないかということ。

けれども、これは公共性が極めて高いから、

そこらはしっかりした将来目標と、それが実現

できるんだ、確実に担保できるんだという見通

しを持たないとだめですよということ。その間、

そういった計画を持っているんですかというこ

とをお尋ねしているわけ。わかりますか、僕が

言っていること。

○岩下委員長 わかります。

○坂口委員 それを言っているんです。

○楠原環境森林部次長（技術担当） 今、委員

おっしゃいました、具体的な計画というところ

まではまだ現実的にはありませんけれども、た

だ、今、課長のほうから言いましたように、今、

計画されている個々の発電施設についてはき

ちっと協定を確認し、確実に供給されるように

というところまではきちっと確認しながら事業

を進めているというのは一つです。

それと、もう一つは、確かに、どこまで採算

性がというのはあるんですけれども、今、我々

としては、使われてないのが生トンで77万ぐら

い毎年出ているよというのがありますから、こ

れをいかに山村地域でお金にするというのはも

う、まさに我々が林業サイド、この発電という

大きな需要ができましたので、これをもう、委

員おっしゃいますように、きちっと20年、30年

ずっと継続するためには、やっぱり安定供給は

まず大事、そのためには、それでもうこのグリ

ーンバイオマスも、王子も、特に県森連が絡ん

でいるのはもうこれまで何度となく価格交渉を

やってきて、今、これに落ちついているという

ふうに聞いていますので、最低限これが採算に

合う中で、これから、そういう意味では安定的

にきちっと出ていく上で、我々としてはもう、

最後の２ページの一番下にありますけれども、

少しでも林家にお金が行くように、路網だとか、

機械だとか、中間土場だとか、そういうのをき

ちっと支援してコスト削減ができる分、林家に

少しでも所得がふえていくという仕組みをき

ちっと応援していきたいというふうに思ってい

ます。

○坂口委員 当然、そこが願うところなんです

よ。だから言っているんです。ただ、ストック

がふえていく、それからコストが物すごく、今

度は下がっていくわけでしょう、路網でも何で

も、整備がなったり、高性能な機械が入ったり、

あるいは搬出のためのトラックなんかもかなり

大型化されてきたりとかなっていけば、軽四で

出してるところが２トン車で出せる、コストが

下がって、下がってればまた材料が集まります

よ。

供給過剰になれば買い手市場になっていく、
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これはもう原理原則なんですよ、経済の。そう

なったときに、立場的に弱いのは第１次産業な

んですよ。これは、世の中見ればわかりますよ。

やっぱり値段が自分でつけられないのが悩み事

だってみんな言っているじゃないですか、農家

でも林家でも漁家でも。

だけど、これはやっぱり自分で値段をつけな

きゃ、買い手も買えないよという仕組みをつくっ

とかないとだめだと、そのためには山サイドか

ら言えば、少なくとも一つのエリアの中に２つ

の発電事業者がいれば、買い取りは競争してく

れるわなって、価格は。高いほうに出しますよ。

それと見合ったように、今度はストックしてい

く、成長していく山のこの、何ていうんですか、

計画っていうんですか、そういうものを持って、

過剰にそれ以上のものを出さないよというよう

な計画を持っていないと、生産過剰になったら

買いたたかれるという、少なくとも山サイドで

はやっぱり林家に金をもうけさせるという視点

からのものがないと、これ、全然、そういった

ものが見えてこないというんです。

だから、とにかく70万立米を全部出してしま

おうということ自体も見えてこない。それから、

価格を維持させるために買い取り側に競争させ

ようということも見えてこない。そういった考

え方はどうなっているんですかということをお

聞きしてるわけですが。気持ちはわかるんです

よ。山に金もうけ……、もうけさせたいために

は、経済だから原理原則にかなったものがそこ

に構築されないとそういうことは成り立ちませ

んよということ、経済は。だから、そういうこ

とを考えておられるのかどうかですよ。生産過

剰とか供給過剰になっていくような心配がこれ

を見ているとあるからですよ。

○楠原環境森林部次長（技術担当） 委員の答

えになるかわかりませんけれど、この再生可能

エネルギー、太陽光とかいろいろありますけれ

ども、特にこのバイオマス、唯一、木質バイオ

マスは原料を必要とすると。そして、再生可能

ですけれども、もう、委員も御存じのように、

ある意味、無限なんだけどやっぱり有限であり

ます。

そういう意味では、宮崎県、今、例えば、成

長量、380万立方ぐらい、年間、これは国有林も

含めてですけれど、そのうち人工林だけで見て

も320万ぐらい今成長しています。そういう意味

では、例えば、ある流域で、特に過剰な分です

ね、過剰に山が伐採されるというような分につ

いては、やはりきちっと、こういった資源量、

成長量をきちっと把握しながら、その中で毎年

どれぐらいが伐採されているかというようない

ろんな、監視といいますか、チェックといいま

すか、そういうのはこれから必要だというふう

に思っています。

○坂口委員 何かかみ合わんかったからね、も

ういいですけどね。

○岩下委員長 じゃ、また検討をしていただく

ということでよろしいでしょうか。

○徳重委員 一つだけお聞かせください。この

木質バイオマスの発電事業が県南では日南です

ね、そして県北に集中してるような４施設を考

えますときに、私たちの都城あるいは西諸、こ

ういった、特に都城は製材業が日本一と言われ

るような、たくさんの生産量をしっかり誇って

いるんですが、そういったものが見えないんで

すよね。うちでやっても残材っていうのも相当

出るんじゃなかろうかなと思っているんですけ

れども、これができない、どうして処理してる

のかということと、近くで処理したら、この木

質バイオマスができるんじゃないかなという気
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がするんですが、皆さん方はどういうお考えな

のか、ちょっとお聞かせをいただきたいと思い

ます。

○河野山村・木材振興課長 都城地区は製材業

が盛んでございまして、大きな製材工場もござ

います。先ほど申し上げました、王子製紙の発

電所では、都城地区の大手の製材工場がかなり

製材残材を供給するというような協定を結ばれ

ております。

それと、林地残材につきましては、今、小林

のほうに宮崎ウッドペレットというのがござい

ます。ここの２の表に書いておりますけれども、

ペレット工場は５万7,500使えますけれども、そ

のところに都城地区部、また小林地区の林地残

材は運ばれているというようなことを聞いてお

ります。

○徳重委員 発電事業をして採算がとれる可能

性がある地域ですよ、皆さん考えられて。今は

そういう形で出されていますわね。それよりも

発電したほうが効率が高いんじゃないかと、ま

た林地残材を集積できるんじゃないかというよ

うなことになるんじゃないかなと、こう思った

ところですけれど、いかがでしょう。

○河野山村・木材振興課長 都城にも民有林面

積、国有林もございますけれども、森林面積相

当ありますので、そこから発生する林地残材は

相当な量に上るかと思います。

ただ、今のところ、ペレット向けしか今の諸

県地区は消費、出口がございません。ですから、

今後、王子が動き始めますと、王子向けに協定

を結ばれております北諸の業者さん、いらっしゃ

いますので、そちらのほうに回っていくという

ふうに考えております。

○徳重委員 いいです。

○田口委員 お聞きします。延岡の森林組合が

以前から、延岡にも旭化成がバイオマス発電を

やっておりまして、ぜひ入れたいという希望が

ありました。ただ、現在、今のところ旭化成は

建設廃材を使っていて、その価格差があるので、

その価格が同程度になれば扱いますよというこ

とで、私はそのことで今まで県のほうに、本会

議場で２度ほど質問をし、今、延岡市と森林組

合等々で協議しておりますと、それに今、県が

いろんな助言もしているという話であったんで

すが、これを見ると、全然、その旭化成とか、

その対象の中に入っていませんし、例えば、延

岡市の物を日南の王子グリーンエナジーまで運

ぶというような、どう見てもこれは物流費がば

かにならんぞというようなところまで持って

いってるんですが、今、旭化成等の関係の協議

とかはどうなっているんですか。

○河野山村・木材振興課長 現在は、ＦＩＴ稼

働施設が動いておりませんので、旭化成向けに

谷明産業がチップを製造していまして、供給を

しております。今は年間協定で３万トンぐらい

ですか、それに向けて供給が始まっているとい

うことでございますが、ＦＩＴが稼働しますと、

ここにも書いてありますけれども、谷明産業さ

んは王子にも協力したいということで、チップ

を供給するような協定を結ばれているというふ

うに聞いてます。

○田口委員 ちょっと意味がよくわからなかっ

たんですが、もともと延岡の森林組合が売り込

みたいというようなことを言っていたやつは、

結局、その後、どうなっているんですか。

○河野山村・木材振興課長 今現在は供給が開

始されておりまして、順調に進んでいるという

ふうには聞いております。

○田口委員 今のは、森林組合のは谷明産業に

持っていって、チップにして旭化成に入れてる
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という理解でいいんですか。

○河野山村・木材振興課長 はい、そういうこ

とでございます。

○田口委員 ああ、そうですか。じゃ、年間、

今どれぐらい森林組合関係のやつが行ってるん

でしょうか。

○河野山村・木材振興課長 ちょっと今、数字

を拾っております。

○田口委員 わかりますか。その前に一つ教え

てください。さっきから「ＦＩＴ」というのが

出てきますけれど、これは何ですか。ちょっと

基本的な言葉がわからんものですから、それを

教えてください。

○河野山村・木材振興課長 再生可能エネルギ

ーの価格固定買取制度のことでございます。

○岩下委員長 よろしいですか。

○河野山村・木材振興課長 旭化成ケミカルズ

に対しての納入ですけれども、計画が年間5,000

トンでございました。今現在が3,820トン納入さ

れておりまして、今後3,000トンが新たに下半期

納入されるということでございます。ですから、

計画に対する実績は上回る予定ではございます。

○岩下委員長 よろしいですか。

○田口委員 はい、わかりました。いいです。

○岩下委員長 それでは、時間が参っておりま

す。

執行部の説明が終わりました。

時間が参りましたので、これで終わりたいと

思います。ありがとうございました。

執行部の皆さんは御退席いただいても結構で

ございます。御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時49分休憩

午前11時50分再開

○岩下委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

協議事項（１）の委員会報告書骨子（案）に

ついてであります。

お手元にＡ３判の資料が配付されていると思

いますが、ごらんください。

私たちの委員会の調査項目は幅広い分野にま

たがっておりますので、報告書の構成としまし

ては４つの調査項目ごとに現状と課題、県への

提言を行い、最後の結びのところで全体を総括

したいと考えております。

なお、「成長産業」に関する調査項目は、いず

れも今年度または昨年度に事業がスタートした

ばかりで、「ＴＰＰ協定」についてはまだ交渉の

途中という状況でございます。したがいまして、

「県への提言」につきましては、今後の県の事

業展開に反映させたい提案・要望または問題提

起という形で記載したいと考えております。

詳細につきましては、書記のほうから説明を

していただきます。

○松浦書記 では、御説明申し上げます。

Ａ３判の「骨子（案）」をごらんください。

まず、ローマ数字「Ⅱ」の「調査活動の概要」

からですが、前書きのところで調査項目設定の

経緯等を整理しているんですけれども、丸の２

つ目ですが、県が「復興から成長に向けた基本

方針」を策定しまして、同方針で「成長産業」

と定めた取組分野のうち、特に、今年度集中的

に審査し、積極的に県民の声を反映させるべき

取組として、当委員会では、「①のフードビジネ

ス」「②の海外戦略」「③の新エネルギー」を調

査項目として絞り込んで、取り組むこととした

ところです。

また、ＴＰＰ協定交渉参加表明があったとい

うことで、④ですけれども「ＴＰＰ協定の本県
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への影響とその対策に関すること」についても

調査することにしたと、こうような書き出しで

始めたいと思っております。

まず、調査事項の１になりますフードビジネ

スの展開と取り組みについてなんですが、「（１）

フードビジネス振興構想について」ですが、丸

の２つ目なんですけれども、複数の委員から、

「フードビジネスは、これまでの取組とどう違

うのか」という御指摘がありましたので、執行

部の説明を踏まえ、県の考え方を押さえておき

たいと思います。

「（２）のフードビジネスに関連する県内民間

事業者の現状等」のところでは、県内調査を行

いまして、把握しました現状と課題等を記述し

たいと思っております。

「（３）のフードビジネス振興構想の具体化に

向けた取組」では、今年度スタートしたばかり

ということですけれども、県の取組の方向性を

整理したいと思っております。

「（４）の県への提言」では、委員会の中で議

論があった内容や、県内・外調査の事例を踏ま

えまして、まず「①民間力の喚起」というとこ

ろで、委員のほうから「フードビジネス成功の

鍵は民間力」という発言がございましたので、

民間企業を後ろ支えしていくために、今後、県

が積極的に取り組むべき事項ということで、例

えば、県内企業情報のデータ整理ですとか、企

業と生産者のマッチング、県試験研究機関から

の技術移転と相談活動の活性化。「②の各分野の

連携の強化」では、今回、県全体の戦略として

位置づけておりますので、これまで、農政サイ

ド、商工サイドがそれぞれ取り組んでましたけ

れども、これらの取り組みから一歩進めて、宮

崎の農家と宮崎の企業が連携し、お互いが利益

を得るシステムづくりが必要じゃないかという

こと。「③の流通体制・販売体制の強化」では、

本県の弱点と言われる分野の強化、例えば、地

理的、輸送体制に不利な本県の流通体制の強化、

畜産の４割が県外に流通をしている課題への取

り組み、食品流通と販売に専門的な知識と人脈

を持つ外部人材の活用などを要望していくよう

な形でまとめたいと考えております。

次に、調査事項の項目２つ目の、２の海外戦

略の取り組みについてですが、（１）みやざき東

アジア経済交流戦略についてですが、ここでは

フードビジネスに関連の強い「食品輸出」につ

いて焦点を絞って、重点的に調査しました。

（２）の食品輸出に関するロードマップにつ

いてに沿って、県の取組、現状と課題を整理し

たいと思っております。

（３）の鹿児島県の輸出の取組ということは、

現地調査した内容を整理したいと思います。

（４）の県への提言では、委員会で議論のあっ

た内容から、「①人的ネットワークの活用・拡充」

では、海外の県人会の人脈の活用、海外のバイ

ヤーの本県への招聘事業の強化、「②海外で競争

できるブランド力の強化」では、県外調査で日

本精肉店の方からお話がありましたけれど、海

外で売り込む際の「ブランド」の重要性につい

て、「③の海外戦略を総合プロデュースする人材

の活用」では、貿易に関しては、国ごとに専門

的な知識や人脈等が必要で、また、本県は海外

戦略について今は出おくれておりますので、こ

れを巻き返すためにも外部人材の積極的な活用

を要望したいと思います。

次に、資料の右側に移っていただきまして、

調査報告の３の「新エネルギーの利活用による

産業振興」についてであります。

委員から「新エネルギーについては、国の政

策や九電との絡みを調べる必要がある」という
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御指摘がありましたので、まず（１）のエネル

ギーをめぐる最近の動向のところで、九州電力

で調査しました、再生可能エネルギー導入拡大

に伴う問題ですとか、今後の電力システムの改

革の方向性について記述したいと考えておりま

す。

（２）の宮崎県新エネルギービジョンでは、

「戦略プロジェクト」としまして、本県で重点

的に取り組む新エネルギーとして、太陽光、木

質バイオマス、小水力と掲げております。

（３）の県内の新エネルギーの導入状況と課

題のところで、さっき申し上げました、３つの

新エネルギーについて、現地調査の内容も踏ま

えながらまとめたいと考えております。

（４）の県への提言では、本県の新エネルギ

ーの現状と課題を踏まえまして、①の新エネル

ギーの成長産業化に向けた取り組み強化では、

本県の、新エネルギーを成長産業と位置づける

のであれば、日照時間や杉素材生産量等、他県

より有利な点を工夫した事業の重点化や組織的

強化、積極的な規制緩和の働きかけ、②の雇用

の確保を重視した新エネルギーの利活用では、

特に中山間地域での木質バイオマスを活用した

雇用が生まれるような事業展開、③の新エネル

ギー導入後の課題の整理と県民への情報提供で

は、新エネルギーは、ここ数年の新しい取り組

みですので、太陽光パネルの耐久性や廃棄処理

方法、木質バイオマスの発電施設の、きょうの

議論もありましたけれど、効率的な木材搬出方

法や価格設定のスキーム等の整理されてない課

題、で、県が導入を促進するのであれば、これ

らの課題をきちんと整理して、将来的な対策を

立てるとともに、これらの課題があることを、

あと、賦課金の問題もありますので、これをき

ちんと県民に情報していくということを提言し

たいと考えております。

最後に、４の「ＴＰＰ協定の本県への影響と

その対策について」ですが、（１）のＴＰＰ協定

交渉の動向では、ＴＰＰ政府対策本部内閣参事

官から説明を受けた内容や、本日の執行部の説

明を踏まえまして、最近の動向を整理したいと

思います。

（２）のＴＰＰ協定の本県への影響では、本

県に悪影響があると予想される農林水産業に関

しまして、①で影響試算、②で農業実態調査の

結果、③の宮崎県農業会議との意見交換、これ

らの内容を踏まえて、記述したいと考えており

ます。

（３）の県への提言では、ＴＰＰ協定はまだ

交渉中でありますけれども、委員からも発言が

ありましたように「最悪を想定して最善策を立

てる」べきだというふうなことで、①として、

宮崎県独自の農業強化策としまして、本日の説

明もありました、「米の生産調整の見直し」とか

「農地中間管理機構」等の制度を活用して、本

県の現状に即した競争力の強い農業政策を確立

する一方で、小規模・高齢農家や中山間地域を

対象とした小回りのきく県独自の支援策ですと

か、農産物の加工にも着目した対策を立てるこ

と、②のＩＳＤＳ条項対策では、内閣参事官か

らの説明ですとか、きょうの執行部の説明では

心配がないということだったんですけれども、

もっと積極的に情報収集等行うよう要望したい

と考えております。

最後の結びですけれども、本県の将来を見据

えた産業づくりとしての「成長産業」の育成の

重要性、ＴＰＰに関しては、協定が妥結するし

ないにかかわらず、競争力の高い農林水産業と

中山間地域等で農業・農村を維持していく小規

模・高齢農家の両方に目配りした政策の必要性
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等を強調しながら、これまで申し上げた内容を

総括して結びたいと考えております。

以上になります。

○岩下委員長 ありがとうございました。

それでは少し、時間が参りましたけども、お

諮りしたいと思うんですが、あと15分ほど延長

していきたいと思いますが、いかがでしょうか。

○中野委員 いや、延長はいいっちゃけど、何

をするかですよね。

○岩下委員長 はい。今、このあと、後半の報

告書関係についての御意見を少し、今の説明に

つきましてちょっといただきたいと思うんです

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ありがとうございます。

それでは、委員会報告骨子（案）について御

説明をいただきましたが、ここで委員の皆様か

らの御意見を伺いたいと思います。御意見はご

ざいませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、委員会報告書の骨子

案は資料のとおりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ありがとうございます。

なお、委員会報告書そのものにつきましては

正副委員長に御一任をいただき、案ができ上が

りましたら、印刷のスケジュールの関係で、個

別に御了解をいただくような形でお願いしたい

と思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきます。

次回の委員会は、２月定例会中の委員会とな

りますが、２月定例会最終日に、私が行います

「委員長報告」の案について御協議をお願いし

たいと考えておりますので、よろしくお願いい

たします。

最後になりますが、協議事項（２）の「その

他」でございますが、委員の皆様から何かござ

いませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ありがとうございます。

それでは、今後の日程について確認をいたし

ます。

次回の委員会は、３月17日月曜日午前10時か

ら行う予定となっておりますので、よろしくお

願いいたします。

以上で、本日の委員会を閉会いたします。あ

りがとうございました。

午後０時10分閉会


